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１．序
近年，わが国では，少子高齢化が進行する中で，社会保障の構造改革が進行
している。周知のように，わが国の社会保障は，現在，政府の歳出歳入一体改
革の中で，厳しい財政状況にある。しかし，わが国は，既に人口減少社会に入
り，今後，経済成長のテンポが鈍る一方，高齢者人口の増加から社会保障給付
は，さらに増大するとされている。したがって，今後，社会保障の構造改革を
さらに進めるにあたって，社会保障の有する経済効果の分析が，改めて重要な
研究課題となる。本稿の目的は，マクロ計量モデルを用いて，国民経済の視点
から日本社会保障のもつ経済効果を，分析することにある。
２．社会保障の期間的特徴
戦後，日本社会保障の収支構造は，国民経済の構造変化と制度の変更，そし
て人口構造や疾病構造の変化など多くの要因によって変化してきた。２）本稿で
は，以下，社会保障人口問題研究所の社会保障費統計資料集（２００１）のデータ
を用いて，社会保障の計量モデル分析を行った。
最初に，モデルの標本期間内における社会保障の特徴を検討した。まず社会
保障給付をみると，それは１９７０年の３兆５，２３９億円から１９９８年の７２兆１，４１１
１）社会保障人口問題研究所の発表では，多くの先生方より有益なコンメントをいただきま
した。ここに記して感謝致します。また，発表の機会と適切なコメントを与えていただき
ました名古屋大学の藤川清史教授に，心より感謝致します。
２）社会保障人口問題研究所（２００１），序文
億円に増大し，期間内に２０．５倍となった。その増加率は，社会保障収入の増
加率より高かった。ここで社会保障給付の内容を医療，年金，および福祉（そ
の他を含む）の構成割合でみると，１９７０年に医療５８．９％，年金２４．３％，およ
び福祉１６．８％であったが，１９９８年には各々３５．２％，５３．２％，および１１．５％と
なった。わが国では人口老齢化の中で，医療と福祉の割合が低下し，年金の割
合が倍以上に増加した。
次に，民間消費に占める社会保障給付率の推移をみると，それは１９７０年の
８．６％から１９９８年の２６．９％に上昇した。民間消費の約４分の１は，社会保障
給付となった。また，実質 GDPに占める社会保障給付率をみると，それは
１９７０年の５．０％から１９９８年の１５．９％に増加した。その間，社会保険給付は，
１９７０年の２兆４，６８１億円から１９９８年の６３兆８，９６９億円に増大し，２５．９倍に
なった。
他方，社会保障収入は，１９７０年の５兆４，６８１億円から１９９８年の８９兆２，１８８
億円３）に増加し，１６．３倍となった。次に，社会保障収入における主体別の構
成割合をみると，１９７０年には被保険者拠出２８．５％，事業主負担３１．２％，国庫
負担３０．０％，および資産収入（その他を含む）１０．０％であった。しかし１９９８
年に各々２９．５％，３２．１％，２４．６％，および１３．８％となった。したがって，２９
年間に，社会保障負担の主体別構成割合では国庫負担率が低下し，資産収入の
割合が上昇した。このようにわが国の社会保障は，モデルの標本期間内に大き
く変化した。
３．モデルの構成
本稿では，ケインズ型の総需要重視のマクロ計量モデル（年次モデル）を作
成した。モデルの標本期間は１９７０年から１９９８年まで，方程式の数は７１本で
ある。推定方法は，直接最小二乗法を用いた。
３）統計資料集の社会保障収入には，老人保健制度の収入が二重に計算されているため，そ
の水準は社会保障給付より高い。
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モデルの作成では，社会保障の経済分析に重点をおき，モデルを社会保障部
門とマクロ経済部門に区分した。本モデルの特徴は，社会保障との関連で，消
費関数と賃金関数に最低生活費と最低賃金を導入したことにある。また，回帰
分析では，社会保障部門において可能な限り失業率と政府財政の動向が反映さ
れるように考慮した。なお，モデルでは，失業率を社会経済的な要因として捉
えた。モデルの推定結果および変数表は，最後に「付録」として記載した。以
下，社会保障部門から説明する。
１）社会保障部門
社会保障部門では，１－１）年金保険，１－２）医療保険および１－３）社
会福祉について，実質値を中心に関数の特定化を行った。今回の分析では，雇
用保険と労災保険，そして児童手当を外生変数とした。
１－１）年金保険
１年金保険給付１。わが国の年金は社会保険年金と福祉年金よりなる４）が，
モデルでは福祉年金を外生変数とした。２年金保険給付２。一人当たり年金給
付は，実質賃金と一期前の年金給付，そして長期国債等残高によって規定し
た。その場合，政府の国債等残高は，年金水準に負の効果をもった。その効果
は，少子化と財源不足による年金への引き下げ圧力とみることができる。また
推定式では，１９８５年の基礎年金導入に伴う年金水準の実質的な引き下げは，ダ
ミー変数８５９８によって有意に計測できなかった。
３年金保険料。年金保険の保険料は，実質賃金と失業率，長期国債等残高お
よび保険原理を示す一期前の年金保険給付によって規定した。しかし，年金の
保険料関数では，年金給付の場合とは逆に，国債の累積増が保険料の引き上げ
要因となった。また失業率の増加が，保険料の減収に一定のウェイトを占め
た。ダミー変数８５９８は，年金給付の場合と同様，有意ではなかった。推定式
４）ここで対象となる年金制度は，厚生年金，国民年金，共済年金そして厚生年金基金と国
民年金基金等である。なお，モデルの年金給付には，壮年層の遺族年金と障害年金も含ま
れる。しかし，モデルでは６０歳以上の人口が，わが国の全年金給付額を受給するものと
した。
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をみると，国債残高の増大に伴う年金給付の引き下げと保険料の引き上げは，
同程度の係数値となった。４年金保険積立金運用収入。式では，被説明変数を
名目値とし，さらに，説明変数として国債利回りと東証平均株価を用いた。な
お，方程式では年金水準の改善が，年金積立金を減少させ，その資産収入を低
下させるとした。
５年金保険積立金。年金保険の積立金は，一期前の年金保険積立金に今期の
年金保険バランスを加え，統計式とした。６年金保険国庫負担は，保険料の関
数とした。推計の結果，年金の国庫負担でも失業率は有効であり，その増大が
国庫負担の増加をもたらした。また，国債残高の増大が，年金の国庫負担を引
き下げる方向に作用した。ここでも，ダミー変数８５９８は有意ではなかった。
したがって，１９８５年の年金改革は，当時，給付水準の引き下げを含む制度上
の大改正であったが，しかし，その量的な変化は，年金保険の個別推定式で
は，有意に計測できなかった。
１－２）医療保険
わが国の医療保険は，制度上，医療給付と所得給付，および老人保健医療給
付よりなる。老人保健医療の標本期間は，１９８２年から１９９８年までである。７
医療保険医療給付。ここでは，１４式の一人当たり医療費を中心に，就業者一人
当たりの医療給付を分析した。推定式では，医療保険の一部負担と政府の国債
残高が，共に負の効果をもった。ここでも，失業が医療給付に影響すると考
え，失業率を用いた。なお，式では，老人保健法成立に伴うダミー変数８２９８
が有意となった。８医療保険所得給付。保険の所得給付は，傷病手当金と出産
一時金，および葬祭一時金等よりなる。それゆえ，方程式では実質賃金と出生
率，そして死亡率を用いた。ここでも，失業率を採用した。他に，国債残高と
全産業の総実労働時間数を導入した。この式でも財政赤字が，給付の抑制要因
となった。
９医療保険料。医療保険の保険料は，実質賃金と老人保健拠出金，および失
業率によって規定した。ここでも政府の財政赤字が，保険料の引き上げ要因と
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なった。ここで，失業率の増加に伴う保険料の減少幅をみると，年金保険より
医療保険の方が小さかった。また，老人保健法成立に伴うダミー変数８２９８は
有意ではなかった。
１０医療保険老人保健拠出金。各保険の老人保健拠出金は，各老人保健医療給
付の水準よって決まる。式では，さらに７０歳以上人口と死亡率を採用した。
ここでも，政府の財政赤字が，各医療保険の拠出金引き上げ要因となった。１１
医療保険国庫負担は，医療給付と所得給付，および老人保健制度への拠出金に
よって規定した。国債残高が，国庫負担の抑制要因となった。ここで，財政赤
字による各国庫負担の引き下げ圧力を比較すると，年金保険の引き下げ効果よ
りも，医療保険の効果が大であった。他方，老人医療の有料化時になされた国
庫負担の引き下げは，ダミー変数８２９８によって有意に計測できた。
１２老人保健医療給付は，平均老人医療費に規定されるが，その係数値は０．８４
と１．０より低かった。それは，老人保健医療給付を７０歳以上人口で除したた
めである。また，ここでは一部負担が，医療保険のそれより大きな負の効果を
もった。ここでも，国債残高が負の作用を有した。１３老人保健国庫負担は，老
人保健医療給付により決定した。ここでも，政府財政の拡大が，老人保健の国
庫負担に負の効果をもった。
次に，医療費について説明する。わが国の保険診療水準は，社会市場として
の特質により市場経済による決定というよりも，診療報酬や薬価基準等の公的
な決定にみられるように管理経済的な内容を有する。１４一人当たり医療費。５）平
均医療費は，医療の供給サイドから分析すると，看護師等パラメディカル・ス
タッフの実質賃金によって規定される。ここでは，さらに医療施設や医療機器
等の建設・購入コストとして実質利子率を考えた。また，国債残高の増大は，
医療費の引き下げ要因となった。１５一人当たり老人医療費。ここでも，医療の
供給サイドに注目し，１５式は，平均医療費の関数とした。その係数は２．０７と
５）一人当たり医療費は，政管健保，組合健保，船員保険，国家共済，地方共済，私学共済
そして国民健保の一人当たり医療費を平均した。
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高かった。推定式では，老人医療の特質を反映して，老人人口と死亡率，そし
て医師数が有意となった。また医療保険と同様，国債残高の増大による負の効
果もあったが，その効果は，老人保健医療費の増加を反映して医療保険のそれ
より大きかった。
ところで，本稿では，平均医療費に関するデフレータを入手できなかったの
で，検討の結果，民間最終消費支出デフレータを使用した。６）老人医療費のデ
フレータに関しても，同様である。
１－３）社会福祉
ここでは生活保護制度の生活扶助を中心に，社会福祉を分析した。１６一人当
たり生活扶助費。７）推定式は，制度上の水準均衡方式を具体化した。すなわち，
生活扶助水準は，前期の平均個人消費１と前期の一人当たり生活扶助費の差に
よって規定した。推定では，その限界係数は０．０３と低かった。また，生活保
護制度には老齢加算があるので，７０歳以上人口を導入した。８）制度的には他
に，医療扶助や住宅扶助等が存在するが，ここでは割愛した。
１７社会福祉給付。社会福祉給付の内容は，狭義の社会福祉サービスである。
人口一人当たり社会福祉給付は，平均生活扶助費と最低賃金を軸に考えた。他
に離婚率と失業率，さらに７０歳以上人口を考慮した。推定式では，福祉サー
ビスにおける失業の重大性が示され，失業率の限界係数は１．１８となった。こ
こでも，政府の財政赤字が福祉給付の抑制要因となった。
最後に社会保障部門を完結させるために，１８年金保険バランス，１９医療保険
バランス，さらに２０社会保険バランス，他に２１社会保険給付と２２社会保険料を
定義した。
６）モデルでは，医療価格指数の代理変数として国内企業物価指数，消費者物価指数，民間
最終消費支出デフレータ，および GDPデフレータ等を組み合わせて医療費の分析を行っ
た。その中で民間最終消費支出デフレータによる回帰結果がベストであった。
７）一人当たり生活扶助費として１級地の生活扶助基準額を採用した。生活扶助費一人当た
り月額は，回帰式になじまなかった。
８）生活保護制度の老齢加算は，現在，廃止されている。
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ところで，モデルでは広義の社会福祉との関連で，福祉改善マクロ指数
（IWU）を作成した。ここで，IWU９）とは，方程式２３に示したように，人口一
人当たり社会福祉給付と平均生活扶助費の合計値を失業率で除し，そのデータ
を指数化したものである。指数 IWUは，失業率が急上昇すると，一人当たり
福祉給付が増加しても低下する。それゆえ，IWUは，国家の経済政策に関す
る社会統合効果を表現する指標の一つとみなすことができる。
次に，わが国における福祉改善マクロ指数の推移を検討した。１９７０年に
７５．１であった指数は，その後，上昇したが，第１次オイルショック後の１９７５
年に６８．８に低下した。しかし，１９８５年以降のバブル期に上昇し，１９９１年に
１０３．４と最高値となった。けれども，その後，国内の失業率が増加する中で，
１９９８年には６３．５まで低下した。それゆえ，わが国の IWUは，各福祉給付の
改善にもかかわらず，当初の値より１０ポイントほど低下し，その社会統合効
果は大きく低下した。
２）マクロ経済部門
２－１）実支出ブロック
マクロ経済部門は，２－１）実支出ブロック，２－２）労働・生産ブロック，
２－３）物価・賃金ブロック，２－４）所得ブロックおよび２－５）財政・
金融ブロックよりなる。
最初に，国民経済の実支出ブロックについて説明する。２６民間最終消費支
出。本モデルでは，社会保障モデルの特徴を生かすために，最低生活費（平均
生活扶助費）を民間消費の中に陽表化した。すなわち平均個人消費２のデータ
を，式 CPA２＝（CPA１＊４＋PAA）／５のように，最低生活費が個人消費全体
の２０％を占めるものとして作成した。１０）ここでは，さらに２７式のように平均個
人消費１を，平均個人消費２と平均生活扶助費によって推定した。計測結果に
９）福祉改善マクロ指数は，定義式より一部，二重計算されている。しかしモデルでは，そ
れを社会福祉とマクロ経済の関係を示す指標の一つとして採用した。
１０）吉田久一（１９９５），２２８頁。江口英一による東京都中野区の調査では，低所得不安定層は
全世帯の２６．２％，また人口の２９．２％であった。
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よれば，最低生活費アップの一般消費に与える影響は，非常に小さかった。
２８一人当たり民間最終消費支出２。民間消費では，平均個人消費２を分析の
対象とし，個人可処分所得と実質利子率，さらに６０歳以上人口比率と一期前
の消費効果を加えて，関数を特定化した。消費関数の長期限界消費性向は，
０．７４６となった。この値は，消費の長期限界消費性向としては，少し低い。し
かし，全個人消費の２０％を占める低所得階級の限界消費性向が高いので，モ
デルに採用した。モデルでは，また，政策シミュレーションとの関係で，限界
消費性向にダミー変数を加えた。今後，消費関数の形式については，さらに改
善を行っていきたい。
次に，２９政府最終消費支出と３２公的固定資本形成は，名目値を外生変数と
し，実質値を内生化した。３０民間住宅投資は，一人当たり個人可処分所得と実
質利子率によって規定した。その際，一期前の住宅資本ストックを考慮した。
３１民間企業設備投資。設備投資は，景気変動と連動し，変動幅が大きい。モデ
ルでは，伝統的な投資関数のスペックを採用し，実質 GDPと資本のレンタル
価格の関数とした。ここでも，資本ストックを考慮した。また，日本経済は輸
出に大きく依存しているので，決定式では輸出を陽表化した。
３３在庫投資。在庫変動は，稼動率と実質 GDP，実質利子率で規定し，一期
前の在庫ストックで評価した。在庫投資は，景気変動のバロメータとなるが，
ここでは，さらに企業の減価償却費を加味した。３４輸出は，日本経済を牽引し
てきた重要なファクターの一つなので，本モデルでは積極的な評価を行った。
ここでは，世界貿易と輸出等デフレータ，世界貿易デフレータ，そして為替相
場で規定し，両対数線型とした。他方，３５輸入では，実質 GDPを中心に輸入
関数を特定化した。２５式の名目 GDPは，簡単な定義式とした。次に３６式で民
間住宅資本ストック，３７式で民間企業資本ストック，そして３８式で同じく在庫
ストックを定義した。
２－２）労働・生産ブロック
労働・生産ブロックは，就業者数と稼働率等より構成した。３９完全失業率。
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失業率は，労働市場における需給要因により規定した。具体的には，労働力人
口一人当たりの実質 GDPと実質賃金によって決定した。また式では，決定係
数をあげるために，民間部門の減価償却費を用いた。４０就業者数は，労働力人
口に（１－失業率）を乗じて算出した。４１雇用者数は，就業者数と一期前の雇
用者数で決定した。ここでは，さらに，全産業の労働時間数を入れた。推定式
では，ダミー変数によって１９８５年の男女雇用機会均等法と労働者派遣法の導
入効果を計測できた。
４２稼働率指数。稼動率は，潜在 GDPと実質 GDPを中心に推定した。ここで
も輸出を強調した。他に，雇用者数の増加率を加え，さらに方程式の説明力を
上げるために，減価償却費の増加率等を用いた。ここで採用した潜在 GDPは，
コブ＝ダグラス型生産関数を用いて推定した。
２－３）物価・賃金ブロック
物価・賃金ブロックでは，賃金と国内企業物価指数，および国内総支出の各
デフレータを推定した。最初に，平均賃金１と最低賃金について説明する。４３
一人当たり雇用者所得１。賃金関数における最賃の評価形式は，消費関数の最
低生活費と同じである。すなわち本稿では，平均賃金２のデータを全労働者の
２５％が，最賃によって規定されるとして作成した。次に平均賃金１は，平均賃
金２と最賃によって決定した。推定結果によれば，最賃の平均賃金１に及ぼす
効果は，小さかった。最賃のさらなる分析も，今後の検討課題としたい。
４４一人当たり雇用者所得２。当初，賃金関数は，（４４－a）式のように伝統的
なフィリップス曲線を仮定して推定した。しかし，そのスペックでは，乗数テ
ストの段階で乗数値が２．８０と大きな値となった。それゆえ，モデルでは伝統
的なフィリップス曲線の仮定を採用せず，４４式のように失業率と消費者物価か
らなるシンプルな形式に変更した。変更後，乗数値は２．１６に低下した。
４４一人当たり雇用者所得２
W２＝１９０．６９７７－５７．５５１０＊UR＋４．６２３３９＊PC（１）＋０．８９３９７４＊W２（１）
（２．２５） （－２．０７） （１．３６） （１２．６８）
決定係数＝０．９９７５ 標準誤差＝５７．１２７ ダービン・ワトソン比＝０．９０４
計量モデルによる社会保障の構造分析 ６７
（４４－a 参考式）一人当たり雇用者所得２
DOT（W２）＝２．８２９４０－０．７００２１４＊UR＋１．１３３４５＊DOT（PC）
（１．８７） （－１．３２） （１２．９２）
＋０．０４６２９１＊DOT（PEXC/PMC）＋４．１２４９８＊DUM７０７４
（１．５２） （４．４０）
決定係数＝０．９６２７ 標準誤差＝１．２９７ ダービン・ワトソン比＝２．１８６
４５一人当たり最低賃金。１１）最低賃金は地域別最賃を用い，平均生活扶助費と
失業率によって規定した。また，式では，平均賃金１と生活扶助費の格差が拡
大すると，最賃の引き上げが生ずるとした。ここでも，財政赤字が負の効果を
もった。現在，わが国では，非正規雇用労働者が全労働者の約３分の１を占め
ている。それゆえ，最賃のもつ経済効果の分析が，今後も重要となる。１２）
次に，企業物価指数と総支出の各デフレータを推定した。４６から５５までの式
である。各デフレータは４６式の企業物価指数をコア変数とし，賃金を加えて推
定した。その際，企業物価指数は，賃金と輸入物価，そして稼働率を考慮し
た。５６外国為替相場。為替レートの内生化では，国内企業物価指数とアメリカ
生産者物価指数を中心に，関数の特定化を行った。
２－４）所得ブロック
所得ブロックでは，個人可処分所得と民間法人企業所得等を推定した。５７個
人可処分所得。本来，個人可処分所得は定義式であるが，モデルでそれを定義
式にすると，乗数分析時にモデルの経路が不安定化するので，統計式とした。
５８雇用者所得は，賃金と雇用者数の関数とした。５９家計財産所得等は，分布ラ
グの形式をとり，利子率と株価指数で決定した。６０民間法人企業所得。式は，
名目 GDPと雇用者所得，および租税によって規定した。ここでは，さらに稼
働率を加えた。
１１）本稿では，地域別最賃×８時間×２２日を１カ月当たりの最賃額とした。今回は，東京，
大阪，愛知および福岡の最賃データを平均して用いた。１９６９年度から１９７５年度までのデ
ータには，地域別最賃のデータがなかったので，東京，大阪および愛知では繊維産業のデ
ータを採用し，福岡のみ機械金属製品製造業とした。
１２）わが国では最賃の水準が，生活保護水準よりも低く，その大幅な引き上げが社会的に求
められている。
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２－５）財政・金融ブロック
このブロックでは，政府部門の収支と金利を決定した。６１直接税は，法人企
業所得と雇用者所得によって説明した。他に，租税の増収・減収要因として稼
働率と失業率を導入した。６２間接税は，消費税を中心に特定化し，説明変数に
名目 GDPと失業率を用いた。６３政府財産所得は，国債利回りと長期国債残高
の関数とした。
６４現実社会負担。推定式は，現実社会負担と社会保障負担をつなぐ統計式で
ある。ここでは年金保険と医療保険の他に，外生変数である雇用保険料と労災
保険料，および児童手当（収入）を説明変数に加えた。６５社会保障給付でも，
前式と同様の処理をした。６６政府財政収入と６７政府財政バランス。これらは，
共にモデルを完成するための定義式である。６８政府貯蓄は，政府財政バランス
の関数とした。また６９長期国債等残高は統計式とした。
次に，金利について説明する。７０短期金利は，普通の短期金利関数を採用し
た。７１長期金利。国債利回りは，短期金利と民間最終消費支出デフレータ，お
よび国債残高の関数とした。
４．政策とシミュレーション分析
１）ファイナルテストと乗数分析
最初にモデルの説明力をみるために，ファイナルテストの結果について説明
する。ファイナルテストの期間は，老人保健制度の標本期間を考慮して，１９８４
年から１９９８年までの１５年間とした。表４－１は，内生変数のMAPE（平均絶
対誤差率）である。モデルの主要な内生変数は，概ね１０％以内の誤差率にお
さまったが，なお誤差率の高い変数がある。具体的には，在庫投資６６．８％，
政府財政バランス６２．４％，政府貯蓄２２．２％，失業率１８．５％および医療保険バ
ランス１７．９％等である。これらの誤差率は今後，改善していく必要がある。
またファイナルテストの結果をみると，１９９０年代初めのバブル崩壊による日
本経済の構造変化が，モデルでは十分，トレイスできていない。これも，今後
計量モデルによる社会保障の構造分析 ６９
GDP ２．４１ GDPN ３．３３ CP ２．２４
IP ８．２１ PDG １．８５ PC １．５２
UR １８．５３ LW ０．６１ W1 ２．７１
WM ６．００ GBN ６２．４２ SG ２２．１６
PMB ６．０１ PAA ２．０６ MP ４．４７
表４－１ モデルの平均誤差率（％）
の課題としたい。
以下，本稿では経済予測は行わず，ファイナルテストの結果を標準解として，
若干のシミュレーション分析を行った。モデルの乗数分析と政策シミュレー
ションの結果は，表４－２に示した。表示した変数は，名目 GDP，実質 GDP，
実質賃金，完全失業率，GDPデフレータ，民間最終消費支出デフレータ，政
府貯蓄（実質），および社会保険バランス（実質）である。
まず，政府消費名目１，０００単位（１単位１０億円）の増加によるモデルの乗
数効果を検討した。分析結果は，表４－２の１列にある。１９８４年の乗数効果は
１．８０１，最大値は２．１６２となった。実質値では１９８４年１．６４４，１９９８年に０．５９６
となった。本モデルでは，政府乗数値が少し高く，その実質乗数は，一貫して
低下した。その場合，生活扶助水準は０．０５％減少したが，IWUは，０．８１％上
昇した。
次に，輸出乗数を考察した。分析結果は，表４－２の２列にある。シミュレ
ーションでは，輸出を実質値で５００単位増加させた。輸出乗数は名目値で，開
始期２．１１８，平均値で８．９４２，また実質値では開始期１．９３４，平均値で４．７５８
と高い値となった。１３）このように乗数値が大きくなった理由は，投資関数に輸
出を明示化したことによる。したがって，モデルでは輸出の増大と設備投資の
増加により，失業率が大きく低下し国内消費が拡大した。しかし，その反面，
消費者物価の上昇率も高かった。分析の結果，政府貯蓄は大きく改善したが，
社会保険バランスが悪化した。生活扶助水準は当初，物価の上昇にその引き上
１３）脱稿後，民間企業在庫投資デフレータ（５３式）のみ，EXCを PEXCに変更して再推計
した。そのシミュレーション結果は，各輸出乗数値の下一桁が変化しただけであった。
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１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
年 政府消費 輸出 賃金 最賃 最低生活費 年金保険 医療保険 施策１ 施策２ 施策３ 年
１９８４ １，６４４．１ ９６７．３ ８７．４ ３．４ ３２３．２ １８３．９ １８３．９ ０ ０ ０ １９８４
１９８５ １，３３３．７ １，３３４．７ －３９．３ －４．３ １６．９ ２６０．８ ２１０．７ －４５５．８ －３７６．４ －４５５．８ １９８５
１９８６ １，２１８．９ １，８４９．９ －１４３．９ ２．２ －１４．９ ３４９．１ ２２９．６ ２０８．８ ６５６．９ ３０９．２ １９８６
１９８７ １，２２６．２ ２，０７０．９ －２３９．２ ２．６ －２ ４４３．２ ２６０．７ ５２．６ ２９６．４ ２０８．３ １９８７
１９８８ １，１９５．１ ２，５１５．５ －３３４．５ １．７ －８．５ ５２６．９ ２７５．９ －４９．７ １０７．２ １４４．９ １９８８
１９８９ １，１１８．７ ２，７０１．０ －４３１．２ ２．１ －４．４ ５８５．５ ２６３ ３１．５ １４０．９ ２５２．８ １９８９
１９９０ １，０６２．８ ２，８４１．４ －５４３．８ １．４ －３ ６０８．８ ２３５．１ ３４．２ ８５．７ ２７７．２ １９９０
１９９１ １，００６．１ ３，５３２．６ －６３４．３ １．８ －０．６ ６５２．５ ２１３．６ －２３０．８ －２１０．９ ２５．３ １９９１
１９９２ ９２１．２ ２，７８７．２ －７４７．２ １．２ －１．６ ７５４．８ ２１３ －１５０．６ －１４８．３ １１４．１ １９９２
１９９３ ７５７．８ ２，３７１．９ －７６１．８ １．５ －７．８ ８３７ ２０２．３ ３５９．４ ７６９．２ ６１４．６ １９９３
１９９４ ７１５．１ ２，４６３．１ －７９４．３ １．１ －９．１ ８５１．１ ２１０．２ １５３．１ ３６８．８ ４１５．３ １９９４
１９９５ ６８１．３ ２，５１５．０ －８４０．５ １．４ －１３．４ １，１０３．４ ２２９．８ ５８．５ １６７．８ ３１９．７ １９９５
１９９６ ６６５．７ ２，６０４．１ －８３４．８ １．６ －２．９ １，２４６．３ ２２９．９ ９９．１ １６９．１ ３６３．１ １９９６
１９９７ ６３９．７ ２，６０４．７ －８４１．０ ０．８ １．１ １，２４２．５ ２０９．８ ８４．１ １０７．９ ３４９．７ １９９７
１９９８ ５９６．３ ２，５２８．２ －８８７．０ ０．９ １．２ １，４６７．０ １８２．５ ６９．６ ６６．６ ３３３．６ １９９８
平均値 ９８５．５ ２，３７９．２ －５３２．４ １．２９ １８．２８ ７４０．９ ２２３．３ １８．９ １５７．２ ２３３．７平均値
平均変化率 １００．２４ １００．５６ ９９．８７ １００ １００．０１ １００．１７ １００．０５ １００．００ １００．０４ １００．０６ 平均変化率
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
年 政府消費 輸出 賃金 最賃 最低生活費 年金保険 医療保険 施策１ 施策２ 施策３ 年
１９８４ １，８００．５ １，０５９．０ ５５６．８ １５．９ ３８２．１ ２１２．３ ２１２．３ ０ ０ ０ １９８４
１９８５ １，６８４．８ １，５６１．９ ８１８．３ －４．８ ６６．２ ３０８．１ ２５３．２ －５３８．３ －４５１．３ －５３８．３ １９８５
１９８６ １，７４５．３ ２，３６３．４ １，０７８．７ １．６ ２６．５ ４４７．８ ３００．３ １８２．５ ６８９．２ ２９３．９ １９８６
１９８７ １，８８３．０ ２，８３９．９ １，２９７．３ ２．７ ３２．２ ５８５．５ ３５５．８ ４４．８ ３８８．３ ２３３ １９８７
１９８８ ２，０１９．０ ３，７０９．６ １，５３９．５ １．８ ２１．３ ７３０．６ ４０６．０ －６３．５ ２１９．５ １９４．５ １９８８
１９８９ ２，０４８．８ ４，２４７．３ １，６７７．９ ３．３ ２１．３ ８６２．７ ４２６．３ ５．６ ２４９．６ ３２３ １９８９
１９９０ ２，１０３．８ ４，７８０．６ １，８０３．８ ２．３ １５．７ ９８０．５ ４３７．９ １０．６ １９９．６ ３８７．１ １９９０
１９９１ ２，１４６．９ ５，９９８．８ １，９５１．０ ３．３ １７．６ １，１２８．７ ４５１．６ －２９０．８ －１４１．２ １３４．９ １９９１
１９９２ ２，１６２．０ ５，５７０．０ ２，０８０．０ ２．７ １５．７ １，３６１．０ ４８３．９ －２３２．７ －１１３．３ ２４１．１ １９９２
１９９３ １，９７４．５ ５，２１１．２ ２，１２３．３ ３．４ ９．４ １，５１９．４ ４７４．０ ３４４．０ ９３０．９ ８２６．８ １９９３
１９９４ １，９３９．３ ５，５００．３ ２，２１９．３ ２．１ ３．８ １，６０５．５ ４８５．３ ２００．０ ６１３．４ ７１７ １９９４
１９９５ １，９３０．３ ５，７９７．１ ２，３０３．８ ２．４ －４．８ １，９９４．５ ５０９．４ ９６．５ ４０７．３ ６４１ １９９５
１９９６ １，９００．３ ６，０３９．０ ２，３６５．４ ３．４ ４．９ ２，３２０．１ ５１８．８ １２５．５ ３８８．１ ６９３．３ １９９６
１９９７ １，８６０．９ ６，１７３．７ ２，４２７．９ ２．４ ５．６ ２，４２２．８ ５１５．２ １０６．２ ３０８．２ ６９５ １９９７
１９９８ １，８０５．２ ６，２０６．４ ２，４６２．８ ２．８ ５．３ ２，８５１．７ ５０３．２ ９７．６ ２５２．２ ７０２．５ １９９８
平均値 １，９３３．６ ４，４７０．５ １，７８０．４ ３．０ ４１．５ １，２８８．７ ４２２．２ ６．３ ２８１．５ ３９６．１平均値
平均変化率 １００．４７ １０１．０３ １００．４３ １００．００ １００．０１ １００．２９ １００．１０ ９９．９９ １００．０８ １００．０９ 平均変化率
表４－２ 乗数分析と政策シミュレーション
１）名目GNP
２）実質GNP
計量モデルによる社会保障の構造分析 ７１
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
年 政府消費 輸出 賃金 最賃 最低生活費 年金保険 医療保険 施策１ 施策２ 施策３ 年
１９８４ ４．７ ２．８ ８．５ ０．２３ １．４３ ０．４３ ０．４３ ０ ０ ０ １９８４
１９８５ ５．５ ５．０ １１．７ －０．１１ ０．２７ ０．９５ ０．８ －１．０７ －０．８５ －１．０７ １９８５
１９８６ ６．１ ７．２ １３．３ －０．０３ ０．１１ １．４８ １．０８ ０．１１ １．４３ ０．３８ １９８６
１９８７ ６．６ ９．１ １４．３ ０ ０．１５ ２．０５ １．３７ －０．０３ １．１９ ０．５ １９８７
１９８８ ６．８ １１．０ １４．９ ０ ０．１１ ２．５３ １．５２ －０．２４ ０．７８ ０．４９ １９８８
１９８９ ６．９ １２．７ １５．５ ０．０２ ０．１７ ２．８８ １．４７ ０．１５ ０．９９ １．０６ １９８９
１９９０ ６．９ １４．１ １５．６ ０ ０．１２ ２．９８ １．３１ ０．２２ ０．８６ １．２８ １９９０
１９９１ ６．７ １６．２ １５．７ ０．０１ ０．１１ ３．０４ １．１５ －０．５１ ０ ０．６８ １９９１
１９９２ ６．３ １５．７ １５．２ ０ ０．０６ ３．３７ １．１４ －０．６１ －０．１８ ０．６５ １９９２
１９９３ ５．９ １５．０ １５．５ ０．０１ ０．０４ ３．９４ １．２６ －０．８１ ０．５４ ０．５２ １９９３
１９９４ ５．６ １５．０ １５．４ ０ －０．０２ ４．４８ １．４４ ０．５５ １．７６ １．９４ １９９４
１９９５ ５．５ １５．１ １５．３ ０．０１ －０．０１ ５．５９ １．５６ ０．３３ １．２５ １．７５ １９９５
１９９６ ５．４ １５．８ １５．７ ０．０２ ０．０５ ５．５１ １．５４ ０．６２ １．３６ ２．１ １９９６
１９９７ ５．３ １６．３ １５．８ ０．０１ ０．０５ ６．１９ １．３９ ０．６４ １．２２ ２．１７ １９９７
１９９８ ５．０ １６．３ １５．７ ０．０１ ０．０５ ６．６４ １．１８ ０．５１ ０．９７ ２．０６ １９９８
平均値 ５．９ １２．５ １４．５ ０．０１ ０．１８ ３．４７ １．２４ －０．０１ ０．８１ １．０４平均値
平均変化率 １００．１１ １００．２５ １００．２９ １００ １００ １００．０７ １００ １００ １００ １００ 平均変化率
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
年 政府消費 輸出 賃金 最賃 最低生活費 年金保険 医療保険 施策１ 施策２ 施策３ 年
１９８４ －０．０８５ －０．０５０ ０．０１５ ０．０００３ －０．０１５６ －０．００９ －０．００９ ０ ０ ０ １９８４
１９８５ －０．０６２ －０．０６７ ０．０３８ ０．０００２ ０．０００８ －０．０１３ －０．０１０ ０．０２２ ０．０１８ ０．０２２ １９８５
１９８６ －０．０５０ －０．０８６ ０．０５６ －０．０００２ ０．００２２ －０．０１６ －０．０１０ －０．０１３ －０．０３６ －０．０１８ １９８６
１９８７ －０．０４５ －０．０９０ ０．０７２ －０．０００１ ０．００１４ －０．０１９ －０．０１０ －０．００４ －０．０１４ －０．０１２ １９８７
１９８８ －０．０３９ －０．１０３ ０．０８５ －０．０００１ ０．００１５ －０．０２１ －０．０１０ ０．００２ －０．００３ －０．００７ １９８８
１９８９ －０．０３１ －０．１０２ ０．０９７ －０．０００１ ０．００１３ －０．０２２ －０．００９ －０．００２ －０．００４ －０．０１１ １９８９
１９９０ －０．０２５ －０．０９７ ０．１０８ －０．０００１ ０．００１ －０．０２１ －０．００７ －０．００２ ０ －０．０１１ １９９０
１９９１ －０．０２０ －０．１２０ ０．１１６ －０．０００１ ０．０００８ －０．０２２ －０．００５ ０．０１２ ０．０１４ ０．００３ １９９１
１９９２ －０．０１５ －０．０７４ ０．１２３ ０ ０．０００６ －０．０２６ －０．００５ ０．００６ ０．００９ －０．００３ １９９２
１９９３ －０．００６ －０．０４８ ０．１２６ ０ ０．０００８ －０．０２７ －０．００４ －０．０１９ －０．０３６ －０．０２６ １９９３
１９９４ －０．００５ －０．０５０ ０．１３０ ０ ０．０００７ －０．０２６ －０．００４ －０．００９ －０．０１５ －０．０１６ １９９４
１９９５ －０．００３ －０．０５１ ０．１３４ ０ ０．０００８ －０．０３６ －０．００４ －０．００３ －０．００３ －０．００９ １９９５
１９９６ －０．００２ －０．０５２ ０．１３７ ０ ０．０００４ －０．０３８ －０．００４ －０．００３ －０．００２ －０．０１０ １９９６
１９９７ －０．００２ －０．０４７ ０．１３８ ０ ０．０００２ －０．０３６ －０．００３ －０．００２ ０．００１ －０．００８ １９９７
１９９８ ０．０００ －０．０４２ ０．１４１ ０ ０．０００２ －０．０４６ －０．００２ －０．００１ ０．００３ －０．００７ １９９８
平均値 －０．０２６ －０．０７２ ０．１０１ －１．３Ｅ－０５ －０．０００２ －０．０２５ －０．００６ －０．００１ －０．００５ －０．００８平均値
平均変化率 ９９．１３ ９７．６６ １０３．２５ １００ ９９．９７ ９９．１７ ９９．７８ ９９．９７ ９９．８６ ９９．７４ 平均変化率
３）実質賃金
４）完全失業率
７２ 松山大学論集 第２１巻 第５号
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
年 政府消費 輸出 賃金 最賃 最低生活費 年金保険 医療保険 施策１ 施策２ 施策３ 年
１９８４ ０．０４ ０．０２ ０．０７ ０ ０．０１ ０ ０ ０ ０ ０ １９８４
１９８５ ０．１ ０．０７ ０．２ ０ ０．０２ ０．０１ ０．０１ －０．０１ －０．０１ －０．０１ １９８５
１９８６ ０．１６ ０．１５ ０．３２ ０ ０．０２ ０．０２ ０．０２ －０．０１ ０ －０．０１ １９８６
１９８７ ０．２ ０．２３ ０．４３ ０ ０．０１ ０．０４ ０．０３ －０．０１ ０．０２ ０ １９８７
１９８８ ０．２４ ０．３３ ０．５２ ０ ０．０１ ０．０５ ０．０４ －０．０１ ０．０３ ０．０１ １９８８
１９８９ ０．２７ ０．４２ ０．５９ ０ ０．０１ ０．０７ ０．０５ －０．０１ ０．０３ ０．０２ １９８９
１９９０ ０．３ ０．５１ ０．６５ ０ ０．０１ ０．１ ０．０６ －０．０１ ０．０３ ０．０２ １９９０
１９９１ ０．３１ ０．６１ ０．７１ ０ ０．０１ ０．１２ ０．０６ －０．０１ ０．０３ ０．０３ １９９１
１９９２ ０．３３ ０．６９ ０．７５ ０ ０．０１ ０．１４ ０．０７ －０．０２ ０．０２ ０．０３ １９９２
１９９３ ０．３３ ０．７５ ０．７８ ０ ０．０１ ０．１６ ０．０７ －０．０１ ０．０２ ０．０４ １９９３
１９９４ ０．３３ ０．７９ ０．８１ ０ ０ ０．１８ ０．０７ ０ ０．０４ ０．０６ １９９４
１９９５ ０．３３ ０．８２ ０．８４ ０ ０ ０．２ ０．０７ ０ ０．０６ ０．０７ １９９５
１９９６ ０．３２ ０．８６ ０．８６ ０ ０ ０．２３ ０．０７ ０ ０．０５ ０．０８ １９９６
１９９７ ０．３２ ０．８８ ０．８８ ０ ０ ０．２７ ０．０８ ０ ０．０５ ０．０８ １９９７
１９９８ ０．３２ ０．９１ ０．８９ ０ ０ ０．３１ ０．０８ ０．０１ ０．０５ ０．０９ １９９８
平均値 ０．２６ ０．５４ ０．６２ ０ ０．００８ ０．１３ ０．０５ －０．０１ ０．０３ ０．０４平均値
平均変化率 １００．２５ １００．５１ １００．６ １００ １００ １００．１２ １００．０６ １００ １００．０１ １００．０４ 平均変化率
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
年 政府消費 輸出 賃金 最賃 最低生活費 年金保険 医療保険 施策１ 施策２ 施策３ 年
１９８４ ０．０７９ ０．０４６ ０．１４３ ０．００４ ０．０２４ ０．０１ ０．０１ ０ ０ ０ １９８４
１９８５ ０．１２７ ０．１０１ ０．２５６ ０ ０．０１５ ０．０２ ０．０２ －０．０２２ －０．０１８ －０．０２２ １９８５
１９８６ ０．１６８ ０．１７６ ０．３４６ ０ ０．０１２ ０．０３ ０．０２ －０．００６ ０．０１８ －０．００２ １９８６
１９８７ ０．１９８ ０．２４９ ０．４２１ ０ ０．００９ ０．０４ ０．０３ －０．００２ ０．０２９ ０．０１ １９８７
１９８８ ０．２２４ ０．３３２ ０．４８ ０ ０．００８ ０．０６ ０．０４ －０．００４ ０．０３ ０．０１４ １９８８
１９８９ ０．２４２ ０．４０９ ０．５３ ０ ０．００６ ０．０７ ０．０４ －０．００６ ０．０２８ ０．０２ １９８９
１９９０ ０．２５６ ０．４７８ ０．５６９ ０ ０．００５ ０．０９ ０．０５ －０．００６ ０．０２８ ０．０２８ １９９０
１９９１ ０．２６６ ０．５６３ ０．６０３ ０ ０．００４ ０．１１ ０．０６ －０．０１５ ０．０１５ ０．０２５ １９９１
１９９２ ０．２７１ ０．６０４ ０．６２７ ０ ０．００４ ０．１３ ０．０６ －０．０１８ ０．００８ ０．０２８ １９９２
１９９３ ０．２７ ０．６２６ ０．６５１ ０ ０．００４ ０．１５ ０．０６ －０．０１４ ０．０２４ ０．０３６ １９９３
１９９４ ０．２６５ ０．６５ ０．６６８ ０ ０．００３ ０．１６ ０．０６ ０．００９ ０．０５２ ０．０６４ １９９４
１９９５ ０．２６１ ０．６７６ ０．６８１ ０ ０．００２ ０．１８ ０．０６ ０．００８ ０．０５ ０．０６６ １９９５
１９９６ ０．２５６ ０．７０３ ０．６９６ ０ ０．００２ ０．２ ０．０６ ０．００５ ０．０４５ ０．０６７ １９９６
１９９７ ０．２５２ ０．７２４ ０．７０９ ０ ０．００１ ０．２３ ０．０６ ０．００４ ０．０４１ ０．０６９ １９９７
１９９８ ０．２４８ ０．７４１ ０．７２２ ０ ０．００１ ０．２７ ０．０６ ０．００５ ０．０３８ ０．０７４ １９９８
平均値 ０．２２６ ０．４７２ ０．５４０ ０．０００３ ０．００７ ０．１２ ０．０５ －０．００４ ０．０２８ ０．０３４平均値
平均変化率 １００．２３ １００．４６ １００．５５ １００ １００ １００．１１ １００．０６ １００ １００．０１ １００．０４ 平均変化率
５）GDPデフレーター
６）民間最終消費支出デフレーター
計量モデルによる社会保障の構造分析 ７３
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
年 政府消費 輸出 賃金 最賃 最低生活費 年金保険 医療保険 施策１ 施策２ 施策３ 年
１９８４ １０８ ４１ １６．１ ０．７ １５．６－１，２４６．４ －７７９．３ ０ ０ ０ １９８４
１９８５ ２２１ ８８．３ －２９．４ －０．６ １３．９－１，３０６．９ －６３７．８ １，９９５．２ １，５７９．５ １，９９５．２ １９８５
１９８６ １２３．４ ４８．６ －６７．３ １ －１９．９－１，３１０．５ －５２５．１－２，０７１．７－１，９７６．４－２，０６７．５ １９８６
１９８７ １２８．９ １２．５ －９２ １．６ －７．６－１，３０１．０ －４４５ －１０．０ ６１．４ －０．１ １９８７
１９８８ １３８．６ －４０．５ －１１４．２ １．３ －０．７－１，２６０．７ －３８６．５ ２５．９ ４５．２ ３２．６ １９８８
１９８９ １４２．３ －８３．３ －１３４．３ １．４ ０．３－１，２８３．３ －３４７ １６．８ ２３ １９．４ １９８９
１９９０ １３９．１ －１６０ －１４０．３ １．４ １．２－１，２７１．０ －３１３．９ １１．４ １２．４ ８．７ １９９０
１９９１ １５５．１ －１９３．１ －１５７．３ １．７ １．９－１，３３７．３ －２７５．５ １，９３４．２ １，９３２．０ １，９２８．５ １９９１
１９９２ １６０．１ －２７３．９ －１６９．１ １．８ ２．６－１，３０４．１ －２４３．５ －６５．９ －７０．１ －７７．１ １９９２
１９９３ １５８．７ －４３９．７ －１７５．４ ２ ３－１，２６３．５ －２１９－２，０４０．６－２，０２７．５－２，０５８．６ １９９３
１９９４ １５８．８ －５３５．４ －１５２．３ ２．２ ３．８－１，１３６．７ －１９３ １０．７ ３１．１ －１６．６ １９９４
１９９５ １８４．４ －５５４．３ －１７６．１ ２．４ ５－１，０４２．８ －１６２．２ ２７．１ ７．４ －４ １９９５
１９９６ ２０１ －６１９．８ －１８４ ２．６ ６．６ －９７５．９ －１３５．６ ４．５ －２３．５ －３３．１ １９９６
１９９７ ２２３．３ －７２４．７ －１６２．９ ２．８ ８．８ －７８４．６ －９７．３ －１０．４ －３８．６ －５６．９ １９９７
１９９８ ２４５．９ －８４０．２ －１８５．４ ３．１ ９．６ －６７０．７ －５３．８ －２５ －５４．７ －７９．７ １９９８
平均値 １６５．９ －２８５．０ －１２８．３ １．７ ２．９－１，１６６．４ －３２１．０ －１４．１ －３５．６ －２９．２平均値
平均変化率 １００．６７ ９９．０７ ９９．５２ １００ １００．０１ ９５．０９ ９８．５１ ９９．９５ ９９．８４ ９９．９１ 平均変化率
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
年 政府消費 輸出 賃金 最賃 最低生活費 年金保険 医療保険 施策１ 施策２ 施策３ 年
１９８４ －１５４．４ ２２１．２ １０．６ －２．５ ５６．４ －４３２．９ －４３２．９ ０ ０ ０ １９８４
１９８５ １２．４ ６１４．５ －２２．８ －４．８ ６９．７ －７６５．９ －６０７．４ ８４２．９ ６２４．６ ８４２．９ １９８５
１９８６ －９２．７ ９２７．２ －９０．７ －５ －７．５－１，０４０．６ －６６８．１ －３８１．６ －３６８．８ －３５９．８ １９８６
１９８７ －２６０．２ １，１１２．２ －１６１．７ －３．９ －５１．４－１，２８１．９ －６７８．９ －１８７．３ －４３．８ －１２５．４ １９８７
１９８８ －２８６．７ １，２６７．２ －２２６．７ －３．２ －４２．１－１，４５５．７ －６４２．７ －８２．６ ２８．５ ８．８ １９８８
１９８９ －３００．５ １，３００．９ －２８６．２ －３．２ －３８．２－１，５８３．５ －５７８．６ －８７．６ －３７．０ １１．８ １９８９
１９９０ －３４１．８ １，１００．６ －３４８．５ －２．７ －３５．８－１，６２７．５ －４９１．３ －５３．２ －３１．７ ３７．９ １９９０
１９９１ －３５８．９ １，０２３．９ －４１８．２ －２．２ －３２．５－１，６８０．６ －４１７．４ ８５３．０ ８５１．３ ９３５．０ １９９１
１９９２ －３６４．９ ９２６．６ －４６１ －２ －２９．６－１，７６５．６ －３７８．８ ５００．７ ４８６．０ ５７７．７ １９９２
１９９３ －３８５．９ ６０２．３ －４６７．８ －１．８ －２８．４－１，８５７．９ －３４６．７ －５７０．８ －５０９．４ －５０２．０ １９９３
１９９４ －３９９．５ ２８６．１ －３９５．４ －１．５ －２７．４－１，８９３．０ －２９９．６ －２８６．５ －１６７．８ －２３１．５ １９９４
１９９５ －３８５．７ ２２３．１ －３７３．９ －１．２ －２６．５－１，９０８．５ －２６５．０ －１７６．７ －１０７．５ －１２９．３ １９９５
１９９６ －３５６．１ １５６．６ －３７７．８ －０．８ －２３．３－１，８５８．８ －２１１．５ －１５１．７ －１４３．９ －１１３．７ １９９６
１９９７ －３２６ －１６．１ －３４５．６ －０．４ －１８．１－１，７４３．０ －１４３．８ －１１９．１ －１３８．３ －９６．５ １９９７
１９９８ －２９６．３ －２４３．７ －３３９．７ ０ －１４．１－１，５７５．８ －６５．７ －１０６．６ －１４５．５ －１００．１ １９９８
平均値 －２８６．５ ６３３．５ －２８７．０ －２．３ －１６．６－１，４９８．１ －４１５．２ －０．５ ２１．２ ５４．０平均値
平均変化率 ９８．４５ １０３．３４ ９８．５３ １００ ９９．９５ ９１．７５ ９７．６６ ９９．９３ １００．０１ １００．１９ 平均変化率
７）政府貯蓄（実質）
８）社会保険バランス（実質）
７４ 松山大学論集 第２１巻 第５号
げが，追いつかず低下したが，途中から改善した。平均値でみると，生活扶助
水準が微増した。一方，IWUは，２．３９％上昇した。
２）政策シミュレーション
本稿では，三つの政策シミュレーションを行った。最初の政策分析では，モ
デルの特徴を生かして，平均賃金と最低賃金，および最低生活費を各１０単位
（１単位１，０００円）増加させて，その政策効果を比較した。その場合，最低生
活費のみ実質値で引き上げ，他は名目値とした。分析結果は，表４－２の３，
４，５列に示した。
まず，平均賃金１０単位アップのケースを検討した。ここでは，名目 GDPは
増加したものの，実質 GDPが減少したため，失業率は平均値で０．１０％上昇し
た。その結果，政府貯蓄と社会保険バランスは，共に悪化したが，前者の悪化
幅の方が大きかった。他方，生活扶助水準は上昇したが，IWUは３．０４％低下
した。
次に，最賃アップのケースをみると，名目 GDPの増加等，最初の効果が比
較的大であった。しかし平均値でみると，実質賃金の引き上げ効果はほとんど
なく，民間最終消費支出デフレータも変化しなかった。それゆえ，モデルで
は，最賃のアップによって民間消費が微増し，名目と実質の GDPが，共に少
し増加した。その場合，政府貯蓄が少し悪化したが，社会保険バランスは若
干，改善した。生活扶助水準と IWUは変化しなかった。一般に，最賃の引き
上げは，「賃金底上げ機能をもち，低賃金労働者の解雇と物価の上昇をもたら
す」とされるが，今回のモデル分析では異なる結果となった。
他方，最低生活費１０単位の引き上げ（実質値）は，民間消費と最賃の増加
を伴った。その効果は，開始期の実質 GDPの増大により，平均値で実質 GDP
の増加をもたらした。しかし開始期後の経路は，実質賃金と民間最終消費支出
デフレータの微増によって，平均賃金アップのケースと類似した傾向となっ
た。このケースでは政府貯蓄が少し悪化したものの，社会保険バランスは少し
改善した。他方，IWUは２．４０％上昇した。
計量モデルによる社会保障の構造分析 ７５
ところで，これらの施策を貧困対策としてみると，国家による最低生活費の
引き上げが最良の方策となった。しかし，経済合理性から判断すると，最賃の
引き上げが有力な選択肢となる。なぜならば最賃の引き上げは，「低生産性部
門の革新を促して，経済全体の生産性向上を実現する」１４）からである。
第二に社会保険の経済効果をみるために，年金保険と医療保険の対実質
GDP効果を分析した。データは，表４－２の６，７列にある。ここでは，各
給付をそれぞれ実質値で１０００単位増加させた。その場合，医療保険では医療
給付５５０単位，所得給付５０単位，および老人保健医療給付４００単位の増加と
した。分析の結果，実質 GDPの平均値で年金保険７４０．９，医療保険２２３．３の
増大となった。年金保険の対実質 GDP効果は当初，低いが，期間を経るごと
に上昇し最終的に１，４６７．０となった。他方，医療保険の効果は小さいが，安定
した動きを示した。しかし，各施策は，平均値でみると共に，増加した実質 GDP
を超える社会保険バランスと政府貯蓄の減少を伴った。
ここで，年金保険の経済効果が医療保険より大きい理由をみると，それは，
所得再分配効果もあるが，戦後の政策的な年金の引き上げに対して保険料の引
き上げが，少子化の中で十分なされなかった事による。それゆえ，わが国の年
金引き上げ政策は，日本経済の成長に大きく寄与したと考えられる。また，医
療保険の効果が低い理由は，保険診療の内部に管理経済的な機構をもつため，
といえる。このようにわが国の社会保険は，保険料の動向も考慮すると，戦
後，日本経済の成長に大きく貢献したことになる。
最後に本稿では，第三の政策シミュレーションとして年金保険と医療保険を
景気安定化の方策とみて，その経済効果を分析した。
まず，シミュレーションの前提条件について説明する。ファイナルテストの
期間内における景気動向をみると，１９８５年と１９９１年，および１９９７年に景気
の山があり，他方，１９８６年と１９９３年に景気の谷があった。１５）そこで，経済政
１４）山田久（２００７）
１５）貞廣彰（２００５），７頁
７６ 松山大学論集 第２１巻 第５号
策の整合性を確保するため，各保険に関して好況期の１９８５年と１９９１年，一
方，不況期の１９８６年と１９９３年に，各々１，０００単位の給付調整を行った。すな
わち，第三の政策分析では景気の山の年に，保険給付２，０００単位を政策的に減
少させ，他方，景気の谷の年に，その減額した給付をそのまま増額して支給す
るとした。その場合，社会保険収支は概ねバランスし，政府は，常に独自の政
策財源を有することになる。モデルでは，このような前提条件の下に，次の三
つの施策を想定してシミュレーション分析を行った。分析結果は，表４－２の
８，９，１０列に示した。
最初に，施策１は，他の条件を一定として，政府による保険給付の支給調整
のみを行った。すなわち施策１では，年金保険と医療保険において各々実質値
で１，０００単位の給付移転を仮定した。なお，医療保険における個別給付の増加
単位は，第２のケースと同じとした。次に，施策２と施策３では施策１の条件
に，若干の消費拡大を仮定した。すなわち施策２では，二つの景気の谷の年に
のみ，民間消費が，一人当たり２単位（１単位１，０００円）増加するものとした。
また，施策３では最初の不況の谷の年以降，限界消費性向が０．０１％増加する
とした。
まず施策１の分析結果をみると，平均値で名目 GDPは６．３単位，１６）実質 GDP
が１８．９単位増加した。累積値では２６４．０単位の増加となった。次に同じく平
均値でみると，民間消費と設備投資が共に微増した。他方，政府貯蓄と社会保
険バランスは共に悪化したが，後者の悪化幅の方が大きかった。その場合，年
金保険バランスの赤字より医療保険バランスの赤字が大となった。
次に施策２と施策３の結果をみると，実質 GDPは，共に施策１より増大し
た。その効果は，施策２より施策３が大きく，それぞれ平均値で，１５７．２単位
（８．３倍）と２３３．７単位（１２．４倍）増加した。累積値では２，２００．９単位と３，２７２．０
単位の増加となった。この時，施策２と施策３では政府貯蓄は改善したが，社
１６）シミュレーションでは保険給付の引き下げと引き上げを行った結果，GDPデフレータ
が，標準解のそれより少し低下した。
計量モデルによる社会保障の構造分析 ７７
会保険バランスが悪化した。また施策１，施策２および施策３では，いずれも
失業率が微減し，生活扶助水準も微増した。IWUは，それぞれ０．０４％，０．１４％，
０．２６％上昇した。
したがって，今回の計量分析によれば，社会保険によるマクロ経済調整は有
効であり，その効果は，金融政策と連携すれば，さらに増大すると考えられ
る。それゆえ，社会保険を活用した有効需要調整政策は，国民サイドの景気対
策として十分，成立しうることになる。その他，この政策は，その実施内容か
ら家計貯蓄率の引き上げ効果も有する。
しかしながら，実際に，社会保険を景気対策として，その給付水準を現実の
経済状況に即して臨機応変に変更する場合，当然，国民生活との関係で政府の
経済政策には，一定の制約が必要となる。それゆえ，社会保障の本質に即し
て，その実施内容を考えるならば，そこには所得階級別に異なる施策が準備さ
れていなければならない。
そこで，具体例を示すと，次のような施策例が考えられる。すなわち社会を
高所得階級，中所得階級および低所得階級に区分し，高所得階級に対しては社
会保険の個別給付を景気の山と谷の年に，各々２０％の幅で増減させ，さらに
中所得階級は，１０％の幅で変動させるものとする。しかし，低所得階級は好
況・不況に関わらず，変化なしとする。その際，可能であれば，現行の生活保
護制度を改革して貯蓄の保有を認め，その前提の下に，生活保護給付において
も１０％の変更ができれば，政策上，整合的な論理一貫性が維持できることに
なる。また，次の施策例として年金保険と医療保険では，その経済効果が異な
るため，各所得階級の個別給付について異なる変更幅の採用も考えられる。
したがって，以上の分析結果によれば，社会保険による総需要管理政策は，
国家の景気対策として有効であるだけでなく，その実施内容によっては，経済
構造の社会的安定化の方策としても実施可能とみることができる。しかし，各
所得階級の給付水準に関する具体的な変更幅の設定等については，所得比例年
金と混合診療のあり方との関係で，今後，さらに検討する必要がある。
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５．結 論
本稿では，マクロ計量モデルを用いてわが国の社会保障を，国民経済の観点
から分析した。分析結果をまとめると，次のようになる。１）国家による最低
生活費の引き上げが，国民生活の底上げ政策として最も有効である。しかし，
最低賃金の引き上げ策も十分な経済合理性をもつ。２）社会保険による有効需
要調整政策は，実質 GDPを増加させ失業を減少させるので，国家の景気対策
として一定の効果を有する。３）社会保険のマクロ経済効果をみると，医療保
険の効果は安定しているが，年金保険の効果は次第に増加した。両者は共に，
日本経済の成長に大きく寄与した。４）輸出の増大により政府貯蓄は大きく増
加したが，しかし社会保険の収支は悪化した。
今回の計量分析によると，社会保険の政策的弾力化は，景気安定化政策とし
て有効であった。しかし，本稿ではマクロモデルの構造分析にのみ集中し，予
測を全く行っていないので，モデルのもつ問題点が十分に検討されていない。
したがって，今後，総需要管理政策における社会保障の有効性について，さら
に実証的な研究を行っていく必要がある。なお，今回，雇用保険，労災保険お
よび児童手当は，外生変数として処理したが，これらを含めた社会保障モデル
の作成は，今後の課題としたい。
付録；モデルおよび変数表
．モデルの方程式体系
１）社会保障部門
１－１）年金保険
１年金保険給付１
BPI＝BPI１＋BPG
２年金保険給付２
BPI１＝（－２０７．３６９２＋０．０８１４７８＊W１／PC＊１００－０．０００２００＊AGB（１）／PC（１）＊１００
（－２．７６） （３．３０） （－１．２７）
＋０．９２１３２８＊BPI１（１）／POP６０（１）＊１０００－２５．０７１６＊DUM８５９８）＊POP６０／１０００
（１６．７８） （－１．５４）
計量モデルによる社会保障の構造分析 ７９
決定係数＝０．９９６１ 標準誤差＝２１．８５６ ダービン・ワトソン比＝１．０６５
３年金保険料
CPII＝（－１４６．１６３４＋０．０８６８７９＊W１／PC＊１００－２３．５１４８＊UR（１）
（－３．９８） （６．６９） （－３．３１）
＋０．０００２７６＊AGB/PC＊１００＋０．７９３１４６＊BPI１（１）／L（１）＊１００
（１．６３） （５．７８）
－１５．２５２８＊（DUM７３７４－DUM９５９８））＊L／１００
（－２．３１）
決定係数＝０．９９７５ 標準誤差＝９．４４５ ダービン・ワトソン比＝１．３０１
４年金保険積立金運用収入
IPIN＝１９６４．９３＋０．００４８１８＊INTG（１）＊API（１）＊PC／１００＋０．１０２２１５＊ASP（１）
（３．５８） （５．０７） （４．８１）
－４３．８８３２＊DOT（BPI＊（PC／１００））－８８２．２９４８＊DUM７０７３
（－３．３９） （－２．０７）
＋２１６３．３９＊DUM９４９８
（６．７６）
決定係数＝０．９６５２ 標準誤差＝５９８．６００ ダービン・ワトソン比＝１．１１５
５年金保険積立金
API＝－２４６９．５０＋０．９３２２２２＊（API（１）＋（CPII＋IPIN/PC＊１００＋GPI－BPI））
（－４．３５）（１６２．０２）
＋１９２２８．３＊DUM７０＋３１４７．４７＊DUM９４９８
（１３．７４） （３．２６）
決定係数＝０．９９９６ 標準誤差＝１２８９．３７８ ダービン・ワトソン比＝２．１８
６年金保険国庫負担
GPI＝（－２．５８５０１＋０．０４８７７８＊CPII（１）／L＊１００＋１２．２３５６＊LOG（UR（１））
（－０．４６）（３．７９） （１．４０）
－０．１６２３２７＊DOT（AGB/PC＊１００／GDP）
（－１．２３）
＋７．０８９１１＊LOG（GPI（１）／L（１）＊１００））＊L／１００
（３．０６）
決定係数＝０．９０３３ 標準誤差＝６．１０５ ダービン・ワトソン比＝１．２３９
１－２）医療保険
７医療保険医療給付
BMIM＝（－８．３７９５１＋１．１７９４８＊MP－０．１８６１６９＊PSMI/L＊１００／PC＊１００
（－２．８２）（５１．８３） （－１．７２）
＋８．６５１９４＊UR－０．１２６９０５＊DOT（AGB/PC＊１００／（GR/PC＊１００））
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（５．６７） （－２．８１）
＋２２．０９５８＊DUM８２－２１．６７１８＊DUM８２９８）＊L／１００
（８．３２） （－１３．０５）
決定係数＝０．９９５５ 標準誤差＝２．３３９ ダービン・ワトソン比＝１．６４６
８医療保険所得給付
BMII＝（－３０．１６１９＋０．００４４２１＊W１／PC＊１００＋２．３４８１５＊（UR＋RB＋RD）
（－３．９２）（７．３０） （５．９０）
＋０．０７４１３６＊LH－０．０００００７２＊AGB／（PC／１００））＊L／１００
（２．３１） （－１．８４）
決定係数＝０．９１５５ 標準誤差＝０．６５１ ダービン・ワトソン比＝０．６８０
９医療保険料
CMI＝（－９０．７６１７＋０．０５８７９７＊W１／PC＊１００－０．２５６２８７＊DOT（UR（１））
（－１．９７）（３．４６） （－１．１９）
＋０．０００８３３＊DEL（AGB／（PC／１００））＋０．２５４１６４＊COMI（１）／L（１）＊１００
（３．２４） （２．３２）
＋０．２６３４４９＊CMI（１）／L（１）＊１００）＊L／１００
（２．０９）
決定係数＝０．９７９８ 標準誤差＝９．８４４ ダービン・ワトソン比＝０．７５２
１０医療保険老人保健拠出金
COMI＝（－１９．９７５２＋０．１０５０３４＊BOMI/POP７０＊１０００＋０．００４２５０＊POP７０
（－１．５０）（８．８１） （３．７３）
－４７．７１１２＊RD（１）＋２２．６３１６＊AGB/PC＊１００／GDP
（－１．５６） （２．６１）
＋８．７２００２＊DUM８２）＊L／１００
（１．６１）
決定係数＝０．９９６０ 標準誤差＝１．３９５ ダービン・ワトソン比＝２．２１７
１１医療保険国庫負担
GMI＝（－７．４５９２４＋０．１２７２７２＊（BMIM＋BMII＋COMI）／L＊１００＋１．００５２３＊UR
（－４．３６）（７．６９） （１．５３）
－０．５００２０６＊AGB（１）／（PC（１）＊１００）＋０．６８５０７０＊GMI（１）／L（１）＊１００
（－５．２２） （１５．０１）
－２．５６３６１＊DUM８２９８）＊L／１００
（－２．９６）
決定係数＝０．９９２１ 標準誤差＝１．０７２ ダービン・ワトソン比＝１．２１７
１２老人保健医療給付
BOMI＝（－２５．９２０３＋０．８３９５５９＊MPO
計量モデルによる社会保障の構造分析 ８１
（－０．４２）（６．２５）
－０．８６８１７０＊PSOMI/POP７０＊１０００／（PC／１００）－０．０００１０４＊AGB/PC＊１００
（－１．２７） （－１．２１）
＋０．２５４２７４＊BOMI（１）／POP７０（１）＊１０００
（１４．１４）
－２３７．３６０７＊DUM８２）＊POP７０／１０００
（－１３．２８）
決定係数＝０．９９８５ 標準誤差＝６．２５０ ダービン・ワトソン比＝２．５４０
１３老人保健国庫負担
GOMI＝（－８．７２９２６＋０．５２３１０１＊BOMI/POP７０＊１０００＊０．３
（－３．５８）（４０．６０）
－０．０９６６８７＊DOT（GR（１）／PC（１）＊１００）＋８．２３６７５＊DUM８２）＊POP７０／１０００
（－１．０７） （３．４５）
決定係数＝０．９９７６ 標準誤差＝１．１６１ ダービン・ワトソン比＝１．８７０
１４一人当たり医療費
MP＝－３０３．８２３０＋０．０３７６７６＊W１／PC＊１００＋０．０１３６３８＊DOT（INT－DOT（PI））
（－８．８８）（５．９４） （１．６４）
－０．０００２４１＊GR／（PC／１００）＋６５．６５２７＊LOG（MP（１））＋１４．２９４０＊DUM７８８２
（－３．２４） （６．７１） （５．２３）
決定係数＝０．９８４５ 標準誤差＝３．７９８ ダービン・ワトソン比＝１．２７４
１５一人当たり老人医療費
MPO＝６８．６０３４＋２．０６７６９＊MP＋０．０４９５７４＊POP７０－５２２．０４７９＊RD
（０．５４）（３．３９） （７．８６） （－２．０７）
＋１２．６３５７＊DOT（NDO（１））－１．９３７４８＊DOT（（AGB（１）／PC（１）＊１００））
（１．０５） （－１．９８）
－１８６．０５０７＊DUM８２
（－７．５８）
決定係数＝０．９８７８ 標準誤差＝１１．１１０ ダービン・ワトソン比＝１．３０５
１－３）社会福祉
１６一人当たり生活扶助費
PAA＝－２３５５．７１＋０．０３２４６９＊（CP（１）／POPT（１）＊１０００－PAA（１））
（－１２．４２）（１．１５）
＋２３３．１２４２＊LOG（POP７０）－４６３．５６３９＊GR（１）／PC（１）＊１００／GDP（１）
（６．５６） （－５．５２）
＋１３２．１８２１＊LOG（PAA（１））
（５．９９）
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決定係数＝０．９９６１ 標準誤差＝７．１２６ ダービン・ワトソン比＝２．１２１
１７社会福祉給付
BSW＝（－９６．５２４５＋０．００５０５２＊（PAA＋WM/PC＊１００）＋０．０６５０３１＊DOT（RND）
（－５．９３）（２．８４） （１．５９）
＋１．１８１２１＊UR＋１３．６０５３＊LOG（POP７０（１））
（２．０４） （５．９７）
－６４．１２８６＊GR（１）／PC（１）＊１００／GDP（１））＊POPT／１０００
（－５．１６）
決定係数＝０．９８０１ 標準誤差＝０．７９８ ダービン・ワトソン比＝１．１９７
１８年金保険バランス
PIB＝（CPII＋GPI＋IPIN）－BPI
１９医療保険バランス
MIB＝（CMI＋GMI＋GOMI）－（BMIM＋BMII＋BOMI）
２０社会保険バランス
PMB＝PIB＋MIB
２１社会保険給付
BSI＝BPI＋BMIM＋BMII＋BOMI
２２社会保険料
CSI＝CPII＋CMI
２３福祉改善マクロ指数
IWU＝（BSW/POPT＊１０００＋PAA）／UR／２３９．９３５２＊１００
２）マクロ経済部門
２－１）実支出ブロック
２４実質国内総生産
GDP＝CP＋CG＋IH＋IP＋IG＋JP＋JG＋EXC－MC
２５名目国内総生産
GDPN＝GDP＊PDG／１００
２６民間最終消費支出
CP＝CPA１＊POPT／１０００
２７一人当たり民間最終消費支出１
CPA１＝－０．３８３９８４＋１．１７３５８＊CPA２＋０．７４３０３３＊DOT（PAA）
（－０．０６）（３１５．１１） （２．２７）
＋７．６８７２６＊（DUM７３７４－DUM９７９８）
（２．８８）
決定係数＝０．９９９９ 標準誤差＝４．６０６ ダービン・ワトソン比＝０．７３５
２８一人当たり民間最終消費支出２
計量モデルによる社会保障の構造分析 ８３
CPA２＝－２３．３６７４＋（０．２３３９２６＋C.DUM）＊YDP/POPT＊１０００／PC＊１００
（－０．５５）（２．２２）
＋２．７８９３２＊（INTG－DOT（PC））＋１１．７２９７＊DOT（POP６０／POPT）
（２．２５） （１．６０）
＋０．６８６４６５＊CPA２（１）
（５．５９）
決定係数＝０．９９６７ 標準誤差＝１９．０７４ ダービン・ワトソン比＝１．１３１
２９政府最終消費支出
CG＝CGN/PCG＊１００
３０民間住宅投資
IH＝（－０．０００２９２＋０．１１８９１１＊YDP/PC＊１００／POPT/KH（１）＊１０００
（－７．７９）（４１．９８）
－０．００００１３４＊（INT－DOT（PH））－０．０００２９８＊DUM７４）＊POPT*KH（１）／１０００
（－４．６２） （－３．８５）
決定係数＝０．９８７８ 標準誤差＝０．０００ ダービン・ワトソン比＝１．００９
３１民間企業設備投資
IP＝（－０．０６５１６４＋０．２２６０９５＊（GDP－EXC＋MC）／KP（１）
（－１．７３） （１０．３７）
－１４．２５０１＊PI＊（INTG＋DP/KP＊１００）／KP（１）＋０．４８９３１２＊EXC/KP（１）
（－４．６８） （１．６１）
－０．０２７０９９＊DUM７６７９＋０．０２８９５２＊DUM８８９２）＊KP（１）
（－４．９３） （５．５６）
決定係数＝０．９５１１ 標準誤差＝０．０１０ ダービン・ワトソン比＝１．９８６
３２公的固定資本形成
IG＝IGN/PIG＊１００
３３民間企業在庫投資
JP＝（０．３３５３９９＋０．０６５８４４＊GDP/KJP（１）－０．０００１８３＊ROMA（１）
（１．４５） （８．３０） （－１．３７）
－０．０００６０４＊（INTG－DOT（PJP））－０．０５２２５３＊LOG（GDP（１））
（－１．５４） （－２．７４）
＋０．０２４５５９＊（DUM７０７４－DUM８５９８））＊KJP（１）
（３．１３）
決定係数＝０．８５９８ 標準誤差＝０．０１１ ダービン・ワトソン比＝１．８３４
３４財貨・サービスの輸出
LOG（EXC）＝－０．５８１６２６＋０．２５００２０＊LOG（TWM）
（－１．２０）（２．６３）
８４ 松山大学論集 第２１巻 第５号
－０．２４４１７３＊LOG（PEXC/EXR/PTW）＋０．７５４６７１＊LOG（EXC（１））
（－２．４８） （１０．３０）
決定係数＝０．９９０５ 標準誤差＝０．０５０ ダービン・ワトソン比＝２．１８４
３５財貨・サービスの輸入
LOG（MC）＝０．１８４６１０＋０．２４２１４２＊LOG（GDP）－０．１９８６３３＊LOG（PMC/PDG）
（０．２１） （１．８３） （－３．７４）
＋０．６８８４１７＊LOG（MC（１））
（７．３５）
決定係数＝０．９７５７ 標準誤差＝０．０６３ ダービン・ワトソン比＝１．６３６
３６民間住宅資本ストック
KH＝IH＋KH（１）－DH
３７民間企業資本ストック
KP＝IP＋KP（１）－DP
３８民間企業在庫ストック
KJP＝JP＋KJP（１）
２－２）労働・生産ブロック
３９完全失業率
UR＝０．９８１１５６－０．３２７０６３＊GDP/NL＋０．００３６３０＊W１／PDG＊１００
（２．１２） （－６．４８） （７．７４）
＋０．６２１９０９＊DP/LW
（６．１４）
決定係数＝０．８７０６ 標準誤差＝０．２５２ ダービン・ワトソン比＝１．０００
４０就業者数
L＝NL＊（１－UR／１００）
４１雇用者数
LW＝１０２．６２５９＋１．１０１４６＊L－１２．８５１０＊LH＋０．００８７４５＊LW（１）
（０．２７） （３３．３３） （－９．９０） （１．０７）
＋３１．００５２＊DUM８５９８
（１．４６）
決定係数＝０．９９８７ 標準誤差＝２４．６０６ ダービン・ワトソン比＝０．７０６
４２稼働率指数
ROMA＝１１．８２７８＋６６．３１２０＊（GDP－EXC＋MC）／GDPP＋１５０．０４１５＊EXC/GDPP
（０．４４） （２．７５） （２．０８）
＋１．４１５９０＊DOT（LW/NL）＋１．０４８３３＊DOT（GDP（１））＋０．３６２９１７＊DOT（DP）
（１．８１） （４．０８） （３．１８）
決定係数＝０．８５７１ 標準誤差＝２．２５８ ダービン・ワトソン比＝１．７６０
計量モデルによる社会保障の構造分析 ８５
２－３）物価・賃金ブロック
４３一人当たり雇用者所得１
W１＝３２．３８４４＋１．２１２２８＊W２＋０．３４２６６８＊DOT（WM）
（５．０３） （６１３．９６） （１．９０）
＋２７．６８５９＊（DUM７３７４－DUM９３９８）
（６．５２）
決定係数＝１．００００ 標準誤差＝８．５２１ ダービン・ワトソン比＝０．９８３
４４一人当たり雇用者所得２
WA２＝１９０．６９７７－５７．５５１０＊UR＋４．６２３３９＊PC（１）＋０．８９３９７４＊WA２（１）
（２．２５） （－２．０７） （１．３６） （１２．６８）
決定係数＝０．９９７５ 標準誤差＝５７．１２７ ダービン・ワトソン比＝０．９０４
４５一人当たり最低賃金
WM＝－６９．８９９８＋２．４５２３４＊PAA＊（PC／１００）－１．００７４１＊DOT（UR）
（－３．４４）（５．６１） （－１．８６）
＋０．０８６７４８＊（W１（１）－PAA（１）＊（PC（１）／１００））－０．００１０４５＊AGB（１）
（２．０７） （－３．４６）
－８５．１１０４＊DUM７３
（－３．２１）
決定係数＝０．９９７５ 標準誤差＝２２．３９３ ダービン・ワトソン比＝１．１８２
４６国内企業物価指数
CPI＝３０．０６５９＋０．１５４８５８＊（PMC＋PMC（１））＋０．００６９３２＊W１
（８．０４） （１３．３４） （１２．９８）
＋１．２１３４８＊LOG（ROMA（１））
（１．４０）
決定係数＝０．９５１４ 標準誤差＝３．５４６ ダービン・ワトソン比＝０．７９０
４７GDPデフレータ
DOT（PDG）＝０．０９１５３６－０．０６７５５０＊DOT（PMC）＋０．４４３３９３＊DOT（W１）
（０．３７） （－３．７９） （１１．７６）
＋０．４１６４３８＊DOT（CPI）
（６．８２）
決定係数＝０．９６３９ 標準誤差＝０．８６０ ダービン・ワトソン比＝１．６５５
４８民間最終消費支出デフレータ
PC＝５．２９４５６＋０．２４８４６４＊CPI＋０．００４５５２＊（W１＋W１（１））＋０．２８６４１２＊PC（１）
（７．３３） （１４．９０） （１０．９３） （５．２５）
決定係数＝０．９９９４ 標準誤差＝０．５５１ ダービン・ワトソン比＝１．２１８
４９公的最終消費支出デフレータ
８６ 松山大学論集 第２１巻 第５号
PCG＝１２．２２００＋０．０７３０９１＊（CPI＋CPI（１））＋０．００７９２７＊（W１＋W１（１））
（５．５３） （３．９１） （３０．７４）
決定係数＝０．９９１１ 標準誤差＝２．３１９ ダービン・ワトソン比＝０．６８３
５０民間住宅投資デフレータ
PH＝９．５２４７３＋０．２４２３７４＊CPI＋０．０１４１００＊W１
（３．８６） （６．２４） （３０．９０）
決定係数＝０．９９１８ 標準誤差＝２．０４７ ダービン・ワトソン比＝０．６２７
５１民間企業設備投資デフレータ
LOG（PI）＝０．３７８９２４＋０．７９７３９２＊LOG（CPI）＋０．０６４３９４＊LOG（W１）
（３．６６） （１５．８１） （２．９５）
決定係数＝０．９８４２ 標準誤差＝０．０２５ ダービン・ワトソン比＝０．４９１
５２公的固定資本形成デフレータ
PIG＝３．９１７８７＋０．４７９９６０＊CPI＋０．００９９２６＊W１
（２．２５） （１７．４８） （３０．７９）
決定係数＝０．９９４９ 標準誤差＝１．４４６ ダービン・ワトソン比＝０．３９０
５３民間企業在庫投資デフレータ
PJP＝２５．３６１１＋０．３８６７５９＊（CPI＋CPI（１））＋０．２８４９４８＊DOT（PI＋EXC）
（５．７６） （１６．３８） （２．０９）
－７．４８１０５＊DUM８５９８
（－４．０１）
決定係数＝０．９０７２ 標準誤差＝４．２２１ ダービン・ワトソン比＝１．８２０
５４財貨・サービスの輸出デフレータ
PEXC＝３９．６２０６＋１．０１９８７＊CPI－５，９０３．６７＊１／EXR
（９．７７） （２０．５６） （－１７．２６）
決定係数＝０．９４６８ 標準誤差＝３．７５０ ダービン・ワトソン比＝０．７８５
５５財貨・サービスの輸入デフレータ
PMC＝１７．１１６４＋４．２７０４０＊DOT（EXR）／LOG（PTW）＋０．８６６４７５＊PMC（１）
（２．８６） （５．３７） （１４．６５）
決定係数＝０．８９４６ 標準誤差＝１０．０９９ ダービン・ワトソン比＝０．８８６
５６外国為替相場
LOG（EXR）＝９．６１３０８＋０．４５８１０８＊LOG（CPI/USPPI）
（４．６８） （２．１８）
＋０．１６９７６９＊LOG（USPR/INTG）－０．８３６６９０＊LOG（TWM）
（３．０９） （－５．９９）
＋０．００６５４４＊DOT（EXR（１））＋０．００４９２７＊DOT（EXR（２））
（４．２６） （３．１５）
計量モデルによる社会保障の構造分析 ８７
決定係数＝０．９６１４ 標準誤差＝０．０８０ ダービン・ワトソン比＝２．３２４
２－４）所得ブロック
５７個人可処分所得
LOG（YDP）＝１．０３５４３＋０．８３８６９３＊LOG（YW）
（１９．２１）（１２．２１）
＋０．０４２７９５＊LOG（YR＋BSSN－ASCN）－０．０４６５９７＊LOG（TD）
（２．２１） （－２．３７）
＋０．０９６８８９＊LOG（YDP（１））＋０．０１７７０１＊DUM７０
（１．５５） （１．３４）
決定係数＝０．９９９７ 標準誤差＝０．０１１ ダービン・ワトソン比＝１．０９８
５８雇用者所得
YW＝－３４．０５１６＋１．０００１５＊W１＊LW／１００
（－１．９５）（１０７３５．０９）
決定係数＝１．００００ 標準誤差＝４０．５６７ ダービン・ワトソン比＝２．３２９
５９家計財産所得等
LOG（YR）＝０．２７３９６５＋０．３３６１７０＊LOG（（INT＋INTG）＊YR（１））
（０．７６） （８．６２）
＋０．２８６９３５＊LOG（ASP*YR（１））
（１７．１２）
決定係数＝０．９７２８ 標準誤差＝０．０８９ ダービン・ワトソン比＝１．２６７
６０民間法人企業所得
LOG（YC）＝－２２．１４６０＋１．０１０３７＊LOG（GDP*PDG－YW）
（－８．６４）（２１．８２）
－１．１６２６８＊LOG（TD／（TD＋TI））＋３．１２１６７＊LOG（ROMA）
（－２．６５） （７．２２）
＋０．２４８４６９＊DUM８５８８
（３．５８）
決定係数＝０．９５３４ 標準誤差＝０．１１８ ダービン・ワトソン比＝１．６０５
２－５）財政・金融ブロック
６１直接税
TD＝－５３６９．２６＋０．０８１０１８＊（YW＋YW（１））／２＋１．０４８８４＊（YC＋YC（１））／２
（－０．７６）（２．４９） （６．６０）
＋８７．４２６８＊（ROMA＋ROMA（１））／２－２６０６．４５＊UR＋７５０１．１７＊DUM９０９３
（１．２６） （－１．０９） （２．６０）
決定係数＝０．９６７５ 標準誤差＝３１７４．１８９ ダービン・ワトソン比＝０．７９
６２間接税
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TI＝－１９３４７．３＋０．０７８３６０＊GDPN－１８．０３６７＊DOT（UR（１））
（－１．１７）（９．５３） （－１．０５）
＋１９１２．４８＊LOG（TI（１））＋２２３０．０２＊DUM７０７３＋２１２５．９３＊DUM９５９８
（１．００） （２．４０） （３．５４）
決定係数＝０．９９５６ 標準誤差＝８３８．２１１ ダービン・ワトソン比＝１．１９３
６３政府財産所得
YIG＝９２３．９２０５＋０．９０６６０８＊INTG／１００＊AGB（１）＋５７３０．１０＊DUM９１９８
（１．９６） （１２．７４） （９．１４）
決定係数＝０．９３９２ 標準誤差＝１３５２．８３９ ダービン・ワトソン比＝０．９２
６４現実社会負担
ASCN＝－６２２．８４０３＋０．６８８４４２＊（CSI＋CEI＋CWI＋CFA）＊PC／１００
（－２．４１）（１３５．２０）
＋１０４９．６２＊DUM７０７４
（３．２３）
決定係数＝０．９９９０ 標準誤差＝５１６．６８９ ダービン・ワトソン比＝０．６４０
６５社会保障給付
BSSN＝３２９１．０６＋０．８４４２６８＊（BSI＋BEI＋BWI＋BFA＋BSW）＊PC／１００
（９．９３） （１２６．１３）
－２２００．２１＊DUM７０７４
（－５．０７）
決定係数＝０．９９８９ 標準誤差＝７０１．２２２ ダービン・ワトソン比＝０．７９４
６６政府財政収入
GR＝YIG＋TD＋TI＋ASC＋YIOG
６７政府財政バランス
GBN＝GR－（CGN＋IGN＋BSSN＋SUB）
６８政府貯蓄
SG＝５４８０．８２＋０．４８２９０５＊GBN＋０．５３９４３０＊SG（１）
（７．４９） （１０．１５） （１０．８２）
決定係数＝０．９７０３ 標準誤差＝１９４７．７３２ ダービン・ワトソン比＝１．５６
６９長期国債等残高
AGB＝２１２．５０２１＋１．１１０３３＊（AGB（１）－（GBN＋GBN（１））／２）
（０．１５） （１２５．７１）
＋１４２６４．８＊DUM８８９２
（６．０５）
決定係数＝０．９９８３ 標準誤差＝４７１７．８４９ ダービン・ワトソン比＝１．２５
７０短期金利
計量モデルによる社会保障の構造分析 ８９
INT＝２．８３１９０＋０．７４８００３＊ODR＋０．０３７５４８＊DOT（PC（１））
（１４．２６）（１３．７４） （１．３５）
決定係数＝０．９３５１ 標準誤差＝０．４８６ ダービン・ワトソン比＝０．８３８
７１長期金利
INTG＝－１．３３８６０＋０．９８８１０９＊INT＋０．０１０４７２＊PC＋０．０１９５６１＊DOT（AGB（１））
（－１．４２）（１４．３７） （１．５４） （２．０５）
決定係数＝０．９３０５ 標準誤差＝０．５１３ ダービン・ワトソン比＝０．９４８
DEL；対前期の増分 DOT；対前期比
．モデルの変数表
 内生変数
変数名 名 称 単 位 出 所
AGB 長期国債等残高 １０億円 内閣府；国民経済計算
API 実質年金保険積立金 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
ASCN 現実社会負担 １０億円 内閣府；国民経済計算
BMII 実質医療保険所得給付 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BMIM 実質医療保険医療給付 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BOMI 実質老人保健医療給付 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BPI 実質年金保険給付１ ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BPI1 実質年金保険給付２ ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BSI 実質社会保険給付 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BSSN 社会保障給付 １０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BSW 実質社会福祉給付 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
CG 実質政府最終消費支出 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
CMI 実質医療保険料 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
COMI 実質医療保険老人保健拠出金 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
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CP 実質民間最終消費支出 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
CPA1 一人当たり実質民間最終消費支出１ ９０年１，０００円 内閣府；国民経済計算より計算
CPA2 一人当たり実質民間最終消費支出２ ９０年１，０００円 計算
CPI 国内企業物価指数 ９０年＝１００ 日本銀行；企業物価指数
CPII 実質年金保険料 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
CSI 実質社会保険料 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
EXC 実質財貨・サービスの輸出 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
EXR 外国為替相場（東京・円） 円／ドル 日本銀行；外国為替相場状況
GBN 政府財政バランス １０億円 内閣府；国民経済計算より計算
GDP 実質国内総生産 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
GDPN 名目国内総生産 １０億円 内閣府；国民経済計算
GMI 実質医療保険国庫負担 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
GOMI 実質老人保健国庫負担 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
GPI 実質年金保険国庫負担 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
GR 政府財政収入 １０億円 内閣府；国民経済計算
IG 実質公的固定資本形成 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
IH 実質民間住宅投資 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
INT 全銀貸出約定平均金利 年利％ 日本銀行
INTG 国債利回り 年利％ 日本銀行
IP 実質民間企業設備投資 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
IPIN 年金保険積立金運用収入 １０億円 社人研；社会保障費統計資料集
IWU 福祉改善マクロ指数 ％ 計算
JP 実質民間企業在庫投資 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
計量モデルによる社会保障の構造分析 ９１
KH 実質民間住宅資本ストック ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
KJP 実質民間企業在庫ストック ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
KP 実質民間企業資本ストック ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
L 就業者数 万人 厚生労働省；労働力調査報告
LW 雇用者数 万人 厚生労働省；労働力調査報告
MC 実質財貨・サービスの輸入 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
MIB 実質医療保険バランス ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集より計算
MP 実質一人当たり医療費 ９０年１，０００円／人 社人研；社会保障費統計資料集より計算
MPO 実質一人当たり老人医療費 ９０年１，０００円／人 社人研；社会保障費統計資料集
PAA 実質一人当たり生活扶助費 ９０年１，０００円／人 社人研；社会保障費統計資料集
PC 民間最終消費支出デフレータ ９０年＝１００ 内閣府；国民経済計算
PCG 公的最終消費支出デフレータ ９０年＝１００ 内閣府；国民経済計算
PDG 国内総生産デフレータ ９０年＝１００ 内閣府；国民経済計算
PEXC 財貨・サービスの輸出デフレータ ９０年＝１００ 内閣府；国民経済計算
PH 民間住宅投資デフレータ ９０年＝１００ 内閣府；国民経済計算
PI 民間企業設備投資デフレータ ９０年＝１００ 内閣府；国民経済計算
PIB 実質年金保険バランス ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集より計算
PIG 公的固定資本形成デフレータ ９０年＝１００ 内閣府；国民経済計算
PJP 民間企業在庫投資デフレータ ９０年＝１００ 内閣府；国民経済計算
PMB 実質社会保険バランス ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集より計算
PMC 財貨・サービスの輸入デフレータ ９０年＝１００ 内閣府；国民経済計算
ROMA 稼働率指数 ％ 経済産業省；鉱工業指数
SG 政府貯蓄 １０億円 内閣府；国民経済計算
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TD 直接税 １０億円 内閣府；国民経済計算
TI 間接税 １０億円 内閣府；国民経済計算
UR 完全失業率 ％ 厚生労働省；労働力調査報告
W1 一人当たり雇用者所得１ １，０００円／人 内閣府；国民経済計算
W2 一人当たり雇用者所得２ １，０００円／人 計算
WM 一人当たり最低賃金 １，０００円／人 労働調査会；最低賃金決定要覧
YC 民間法人企業所得（配当受払後） １０億円 内閣府；国民経済計算
YDP 個人可処分所得 １０億円 内閣府；国民経済計算
YIG 政府財産所得 １０億円 内閣府；国民経済計算
YR 家計財産所得等 １０億円 内閣府；国民経済計算
YW 雇用者所得 １０億円 内閣府；国民経済計算
 外生変数
変数名 名 称 単 位 出 所
ASP 東証平均株価 円 経済産業省
BEI 実質雇用保険給付 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BFA 実質児童手当（支出） ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BPG 実質福祉年金給付 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
BWI 実質労災保険給付 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
CEI 実質雇用保険料 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
CFA 実質児童手当（収入） ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
CGN 政府最終消費支出 １０億円 内閣府；国民経済計算
CWI 実質労災保険料 ９０年１０億円 社人研；社会保障費統計資料集
DH 実質民間住宅資本減耗 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
計量モデルによる社会保障の構造分析 ９３
DP 実質民間企業資本減耗 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
GDPP 潜在 GDP ９０年１０億円 計算
IGN 公的固定資本形成 １０億円 内閣府；国民経済計算
JG 実質公的企業在庫投資 ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
KG 実質公的固定資本ストック ９０年１０億円 内閣府；国民経済計算
LH 総実労働時間 時間 厚生労働省；労働力調査報告
NDO 医師数 千人 社人研；社会保障統計年報
NL 労働力人口 万人 厚生労働省；労働力調査報告
ODR 公定歩合 年利％ 日本銀行
POP60 ６０歳以上人口 千人 社人研；社会保障統計年報より計算
POP70 ７０歳以上人口 千人 社人研；社会保障統計年報より計算
POPT 人口総数 千人 総務省；推計人口
PSMI 医療保険一部負担 １０億円 社人研；社会保障費統計資料集
PSOMI 老人保健医療一部負担 １０億円 社人研；社会保障費統計資料集
PTW 世界貿易デフレータ ９０年＝１００ IMF ; International financial statistics
RB 出生率 ％ 社人研；社会保障統計年報
RD 死亡率 ％ 社人研；社会保障統計年報
RND 離婚率 ％ 社人研；社会保障統計年報
SUB 補助金 １０億円 内閣府；国民経済計算
TWM 世界貿易 ９０年１０億円 IMF ; International financial statistics
USPI アメリカ生産者物価指数 ％ IMF ; International financial statistics
USPR アメリカ長期プライムレート 年利％ IMF ; International financial statistics
YIOG その他政府収入 １０億円 内閣府；国民経済計算
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